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自動運転に関する国土交通省
道路局の取組について



１．自動運転サービス実証実験の状況

２．路車協調による自動運転支援の事例



１．自動運転サービス実証実験の状況
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自動運転車の定義及び政府目標

【例】自動で止まる
（自動ブレーキ）

前のクルマに付いて走る（ACC） 車線からはみ出さない
（LKAS）

*1 （株）SUBARUホームページ *2 日産自動車（株）ホームページ *3 本田技研工業（株）ホームページ
*4 福井県永平寺町実証実験 *5 CNET JAPANホームページ

*1 *2 *3

ACC： Adaptive Cruise Control,  LKAS: Lane Keep Assist System

○特定条件下における自動運転
特定条件下においてシステムが運転を実施
（当該条件を外れる等、作動継続が困難な場合は、システム
の介入要求等に対してドライバーが適切に対応することが必要）
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システムが前後・左右のいずれかの車両制御を実施○運転支援

○完全自動運転
常にシステムが運転を実施

○特定条件下における完全自動運転
特定条件下においてシステムが運転を実施
（作動継続が困難な場合もシステムが対応)

レベル１

レベル２

限定地域での無人自動運転移動サービ
ス（2020年まで）※

高速道路におけるレベル３の自
動運転（2020年目途）※

政府目標

高速道路でのレベル４の自動運転（2025年目途）※

*4

レベル５

レベル４

レベル３

※官民ITS構想・ロードマップ2020（令和２年７月 IT総合戦略本部（本部長 内閣総理大臣）決定）にて規定

○高度な運転支援
【例】高速道路において、

①車線を維持しながら前のクルマに付いて走る（LKAS+ACC）
②遅いクルマがいればウインカー等の操作により自動で追い越す
③高速道路の分合流を自動で行う

ベンツSクラス
（2017年8月 型式指定）

システムが前後及び左右の車両制御を実施

*5

場所（高速道路のみ等）、天候（晴れのみ等）、速度など自動運転が可能な条件
この条件はシステムの性能によって異なる

特定条件下とは・・・

ホンダ レジェンド
（2021年３月 発売）



自動運転のアプローチ・出口戦略
出典：官民ITS構想・ロードマップ2020（2020年7月15日IT総合戦略本部決定）資料
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官民ITS構想・ロードマップ2021

• 2020年までに「高速道路での自動運転可能な自動車の市場化」及び「限定地域（過疎地等）
での無人自動運転移動サービス」を実現する。

• 移動サービスについては、2022年度頃までに、遠隔監視のみの無人自動運転移動サービスが開
始され、2025年度を目途に40か所以上にサービスが広がる可能性がある。

〈自動運転の市場化・サービス実現のシナリオ〉 〈自動運転システムの市場化・サービス実現期待時期※１〉
レベル 実現が見込まれる技術(例) 市場化期待時期

※2

自家用 レベル2 一般道路での運転支援 2020年まで

レベル3 高速道路での自動運転 2020年目途

レベル１,２ 運転支援システムの高度化 2020年代前半

レベル4 高速道路での自動運転 2025年目途

物流
サービス -

※3

高速道路でのトラックの後続
有人隊列走行

2021年まで

高速道路でのトラックの後続
無人隊列走行

2022年度以降

レベル4 高速道路でのトラックの自動
運転

2025年以降

移動
サービス

レベル4 限定地域での無人自動運
転移動サービス

2020年まで

レベル2以上 高速道路でのバスの運転支
援・自動運転

2022年以降

※１：市場化等期待時期については、今後、海外等における自動運転システムの開発動向を含む
国内外の産業・技術動向を踏まえて、見直しをするものとする。

※２：民間企業による市場化が可能となるよう、政府が目指すべき努力目標の時期として設定する。
※３：トラックの隊列走行は、一定の条件下（ODD）において先頭車両の運転者が操縦し、後続

車両は先頭車両に電子的に連結されている状態であるためレベル表記は行わない。

※１:無人自動運転移動サービスの実現時期は、実際の走行環境における天候や交通量の多寡など 様々
な条件によって異なるものであり、実現に向けた環境整備については、今後の技術開発等を踏まえて、各省
庁において適切な時期や在り方について検討し、実施する。

1人で1台または複数台の
遠隔操作・監視
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中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス 実証実験について

実証実験

道の駅等を拠点とした自動運転サービスについて、準備が整った箇所から順次社会実装を推進

29

○主にビジネスモデルの構築

○１８箇所のうち、車両調達の見通しやビジネスモデルの検討状況等を
踏まえて、準備が整った箇所から順次実施

（平成30年度は4箇所、令和元年度は3箇所、令和2年度は1箇所、令和3年

度は１箇所実施）

長期の実証実験（１～２か月程度）

30

(2017)

Ｈ

年
度

(2018)

○主に技術的検証やビジネスモデルの検討

○全国１３箇所で実施（総走行距離：約2,200km 参加者：約1,400人）

短期の実証実験（１週間程度）

○ 高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、物販や診療所などの生活に

必要なサービスが集積しつつある「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を実施

将来イメージ

Ｈ

年
度

以
降

※この他、平成30年度に5箇所において、短期の実証実験を実施

※令和３年１０月現在
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中山間地域の道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験の実施箇所

熊本県葦北郡芦北町
（道の駅 芦北でこぽん）

あしきたぐん あしきたまち

滋賀県東近江市蓼畑町
（道の駅 奥永源寺 渓流の里）

ひがしおうみし たてはたちょう

栃木県栃木市西方町
（道の駅 にしかた）

とちぎし にしかたまち

北海道広尾郡大樹町
（道の駅 コスモール大樹）

茨城県常陸太田市
（道の駅 ひたちおおた 及び

高倉交流センター）

ひたちおおたし

富山県南砺市
（道の駅 たいら）

なんとし

長野県伊那市
（道の駅 南アルプスむら長谷）

いなし

岡山県新見市
（道の駅 鯉が窪）

にいみし

徳島県三好市
（道の駅 にしいや・かずら橋夢舞台）

みよしし

福岡県みやま市
（みやま市役所 山川支所）

新潟県長岡市
（やまこし復興交流館おらたる）

ながおかし

岐阜県郡上市
（道の駅 明宝）

ぐじょうし

愛知県豊田市
（道の駅 どんぐりの里いなぶ）

とよたし

滋賀県大津市
（道の駅 妹子の郷）

おおつし

山口県宇部市
（楠こもれびの郷）

うべし

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/２～１２/２１
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/５～１１/２９
使用車両： 先進モビリティ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１２/９～Ｈ３１.２/８
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３１.１/２７～３/１５
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.６/２３～Ｒ１.７/２１
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.５/２１～Ｒ１.６/２１
使用車両： 先進モビリティ

Ｈ３０年度～ ： ９箇所

Ｈ２９～３０年度：１８箇所

（短期の実証実験）

（長期の実証実験）

（社会実装）

Ｒ元年度～ ： ４箇所

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.１１/１５～１２/２０
使用車両： ヤマハ

秋田県北秋田郡上小阿仁村
（道の駅 かみこあに）

きたあきたぐん かみこあにむら
【社会実装】Ｒ１．１１／３０～

令和３年１１月時点

【長期の実証実験】
実施期間： R２.９/１～１０/１０
使用車両： ヤマハ

ひろおぐん たいきちょう

（※長期、社会実装箇所を含む）

（※社会実装箇所を含む）

【社会実装】Ｒ３．４／２３～

【社会実装】Ｒ３．７／１９～

山形県東置賜郡高畠町
（高畠町役場）

ひがしおきたまぐん たかはたまち

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ３.１０/１１～Ｒ３.１１/１２
使用車両： ヤマハ

島根県飯石郡飯南町
（道の駅 赤来高原）

いいしぐん いいなんちょう

【社会実装】Ｒ３．１０／４～

8



■走行ルート

■運営体制
道の駅

「かみこあに」

堂川地区

小沢田地区

高齢者生活福祉センター
（社会福祉協議会）

生涯学習センター
村役場

診療所

宿泊交流拠点
（コアニティ）

小沢田
郵便局

小沢田
公民館

集会所

福館地区

交流センター

自動運転の走行ルート

小沢田・堂川ルート
（往復5㎞、43分）

小沢田・福舘ルート
（往復4㎞、35分）

停留所

小沢田周回ルート
（往復1.9㎞、20分）

延長約4km（片道）

■自動運転車両

○ 開発：ヤマハ発動機株式会社

○ 定員：最大７人

○ 速度：１２km/h 程度

〇 導入台数：１台

○ 運転手：地元の有償ボランティアが対応

走行中は乗車するがハンドル等は操作せず運行を監視

電磁誘導線

＜自動運転の仕組み＞＜使用車両＞

電磁誘導線を敷設
車両を誘導

©NTT空間情報

○ 道の駅「かみこあに」を拠点とした全長４ｋｍのルート
○ 小沢田・堂川ルートを定期便として運行し、その他路線は、 デマンド便

として運行

令 和 元 年 １ １ 月 ３ ０ 日 自 動 運 転 サ ー ビ ス 開 始

高齢者等の送迎

運営主体

サービス

運行ルート

運行
スケジュール

運 賃

NPO法人 上小阿仁村移送サービス協会

定期便 ： 午前１便
デマンド ： 定期便の隙間の時間、土日

運賃 ： 200円/回

３ルート

道の駅「かみこあに」を拠点とした自動運転サービスの社会実装
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道の駅「奥永源寺渓流の里」を拠点とした自動運転サービスの社会実装

■走行ルート

■運営体制

■自動運転車両

○ 開発：ヤマハ発動機株式会社

○ 定員：最大６人（乗客は４名）

○ 速度：１２km/h 程度（自動走行時）

○ 運転手：地元の有償ボランティアが対応

走行中は乗車するがハンドル等は操作せず運行を監視

電磁誘導線

＜自動運転の仕組み＞＜使用車両＞

電磁誘導線を敷設
車両を誘導

○ 道の駅「奥永源寺渓流の里」を拠点とした全長（往復）約４．４ｋｍのルート
○ ルート上には看板や路面標示を設置し、地域の協力を得て、自動運転車

両が円滑に走行可能となるように周知

令 和 ３ 年 ４ 月 ２ ３ 日 （ 金 ） 自 動 運 転 サ ー ビ ス 開 始

高齢者の送迎
観光客の利用（登山、キャンプ）
農作物や日用品等配送 等

運営主体

サービス

運行ルート

運行
スケジュール

運賃・運送料

東近江市役所
（東近江市が実施主体となる運行事業者協力型自家用
有償運行）

運行日 ： 週４日 （土・日・水・金）

定期便 ： 午前２便 午後４便 計６便

運賃 ： 150円/回
※他、定期券、回数券も販売予定

運送料 ： 100円/回

道の駅奥永源寺渓流の里～銚子ヶ口入口
（全長（往復）約4.4km）

道の駅
※多様な機能・役割
・行政機能
・出張診療所
・市場（日曜開催）
・健康イベント 等

キャンプ
川遊び等

登山口
（銚子ヶ口）
年間約1,200人
（登山届者数）
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山川市民センター

Aコープ前

おうぶかん

桜舞館小学校

はらまち

原町

山川げんきかん

マテゴ

平家桜入口

ルフラン

みやま市 自動運転サービスの社会実装

■走行ルート

■運営体制

■自動運転車両

○ 開発：ヤマハ発動機株式会社

○ 定員：最大６人（乗客は４名）

○ 速度：１２km/h 程度（自動走行時）

○ 運転手：地元のタクシー会社が対応

走行中は乗車するがハンドル等は操作せず運行を監視

電磁誘導線

＜自動運転の仕組み＞＜使用車両＞

電磁誘導線を敷設
車両を誘導

○ バイオマスセンター「ルフラン」を拠点とした全長（往復）約７．２ｋｍのルート

○ ルート上には看板や路車協調表示システムを設置し、地域の協力を得て、自動運転車両が
円滑に走行可能となるように周知

令 和 ３ 年 ７ 月 １ ９ 日 （ 月 ） 自 動 運 転 サ ー ビ ス 開 始

バイオマスセンター「ルフラン」、山川市民センター、
地元商店（Aコープ山川店）等への送迎
キャッシュレスサービスとの連携

運営主体

サービス

運行ルート

運行
スケジュール

運 賃

みやま市

運行日 ： 月曜日～金曜日
（土日、年末年始、GW、お盆は運休）

運行便 ： ５便／日（８：３０～１７：００）

100円/回（小学生、65歳以上は50円/回）

バイオマスセンター「ルフラン」～山川市民センター
～地元商店（Ａコープ山川店） ※全長（往復）約7.2km

バイオマスセンター「ルフラン」
カフェ、シェアオフィス等

みやま市

○地域住民の生活拠点・買物拠点となる山川支所近郊とみやま市が拠点化を進め
るバイオマスセンター「ルフラン」を結ぶルートとし、コミュニティバスの便数が少ない
区間の地域交通手段を確保。

４４３

国道443号
6,517台／日

コミュニティバス停留所

実装ルート

停留所

上り（Aコープ行）

下り（ルフラン行）
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○道の駅「赤来高原」を拠点とし、地域住民（高齢者等）の買い物や路線バスとの乗り継

ぎ、ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾍﾟｰｽへの移動、金融・行政手続きなど、多様な移動をカバーするため、

周回運行に加え、高頻度にエリア運行（北・南エリア）を実施。

○休日は町外利用者（観光客等）を想定し、銀山街道

赤名宿ルートの周遊、瀬戸山城登山口までの移動を

支援する周回運行のみ行う。

道の駅「赤来高原」を拠点とした自動運転サービスの社会実装

■走行ルート

■運営体制

○ 開発：ヤマハ発動機株式会社

○ 定員：最大６人（乗客４名）

○ 速度：１２ｋｍ／ｈ 程度（自動走行時）

○ 運転手：委託された交通事業者が対応

電磁誘導線

電磁誘導線を敷設
車両を誘導

運営主体

サービス

運行ﾙｰﾄ

運 賃

飯南町 ※運行管理は交通事業者（赤来交通）に委託

高齢者等の日常生活の移動手段の確保
観光客の利用

基本運賃 ２００円／回
（障がい者手帳をお持ちの方・高校生は半額、中学生以下は無料）

※他、定期券1,000円(１月)、回数券2,000円(11枚つづり)も販売

道の駅「赤来高原」～瀬戸山城登山口
～福島邸(ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾍﾟｰｽ）～地元商店等～赤名駅
～飯南町役場 ※全長約２．７ｋｍ／周

■自動運転車両

運 行
ｽｹｼﾞｭｰﾙ

運行日：月曜日・火曜日・木曜日・土曜日・日曜日
(水曜日・金曜日は祝日でも運休)

運行便：平日 １０便／日（１０：００～１５：００）
土・日・祝 ６便／日 （１１：００～１５：００）

令和３年１０月４日（月） 自動運転サービス開始

走行中は乗車するがハンドル等は操作せず運行を監視

○道の駅「赤来高原」を拠点とし、集落を周回する全長約２．７ｋｍの周回ルート。

○ルート上には路面標示を設置し、地域の協力を得て、自動運転車両が円滑に走行で

きるように周知。

＜使用車両＞ ＜自動運転の仕組み＞

12



手動介入の要因

13

▲手動介入の要因別・道路構造別発生割合

（H２９年度の実証実験（走行距離 約2,200km））

N=1,046

路上駐車車両

1.8 

0.2 0.2 
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

人家連担部 山間部 田畑

（回/10ｋｍ）

（169回/183回） （9回/183回） （5回/183回）

交差部

対向車

0 

0.5 0.6 

0.0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6

歩
道
有

路
肩
有

路
肩
無

1車線

（６８回）（回/10ｋｍ）

進行方向

（７５回）

芦北でこぽん

○例：自車が右折の際に対向直進車がいた場合

・対向直進車両
の通過を待って
右折する必要が
あるため手動介入

自動運転車両

▼走行速度差による後続車の追い越しの発生

▼走行路上の歩行者を避けるための手動介入

（みやま市役所山川支所）

▼狭隘な区間での対向車のすれ違いによる手動介入

（２３回）

（道の駅芦北でこぽん） （道の駅芦北でこぽん）

▼走行路上の路上駐車による手動介入

（道の駅鯉が窪）

▲路上駐車の回避回数 （0回/68回） （28回/68回）（17回/68回）

▲歩行者・自転車の回避の要因別発生割合

進行方向

路上駐車の回避
17%

対向車との
すれ違い 7%

自転車・歩行者
の回避 7%

GPS等の自己位置
特定不具合

12%
除雪した路側の

雪の検知
5%

雑草等の
センサ検知

5%

交差点の右折
待ち,道譲り

5%

駐車車両
の回避

4%

歩行者の
回避 0%

後続車による
追い越し

2%

(N＝183回)

(N＝75回)

(N＝68回)

(N＝23回)

○一般交通との混在空間においては、路上駐車車両や

歩行者等の検知による手動介入・走行停止が発生

歩行者・自転車

後続車

【走行空間の確保】

（１８３回）

単路
56%

交差点
5%

道の駅等

駐車場
5%

その他
34%



○自動運転車のセンサーのみでは、運行中の自車位置特定にあたっての課題を確認
（降雪・霧等など気象の変化によるセンサー性能の低下、中山間地域におけるGPS測位精度の低下）

■レーダーを活用した自動運転走行を行った際に
降雪が障害となり、走行が困難となった事例 ■山間部でのGPS受信精度の低下の事例

実証実験で確認された課題（自動運行補助施設の必要性）

【確認された課題】
○Lidar※により自車周辺の情報を確認し走行するシステムにおい

て、Lidarが降雪を障害物と誤認知し、走行が困難となった。

【確認された課題】
○GPSにより自車位置を確認しながら走行するシステム※に

おいて、山間部の地形により、規定の衛星数を読み取るこ
とができない状況が発生し、自動走行を解除（人による操
作に切り替え）

Lidar

※白い点は車両が障害物と認知した物体
（雪を誤検知）

※Lidar：光の粒を発射し、反射してきた光を感知し周辺の状況を把握
するシステム

※最低4つの衛星による位置の確認が必要

14



自動運転を補助する施設の道路空間への整備

▲位置情報表示施設による自己位置補正の補助

※垂直画角60度前後

▲車両センサーの届かない箇所における道路状況把握の補助

▲電磁誘導線による自車位置特定による運行の補助 ▲磁気マーカによる自車位置特定による運行の補助

磁気マーカ

ドイツの例

法面等

※水平画角120度前後

○ 自動運転車の運行を補助する施設（磁気マーカ等）を道路附属物に「自動運行補助施設」として位
置づけ（民間事業者の場合は占用物件とする）

自動運行補助施設

＜自動運行補助施設のイメージ＞

【道路法、道路特措法、財特法】

電磁誘導線

15



【防安交・新規重点】 自動運転技術を活用したまちづくり計画に基づく自動運転車の走行環境整備

○令和２年１１月、自動運転車の運行を補助する施設（磁気マーカ等）を自動運行補助施設と
して道路附属物へ位置付けた改正道路法が施行
○自動運転を活用したまちづくり・地域づくりを目指す自治体の計画的な取組を、社会資本整
備総合交付金により重点的に支援

＜事業概要＞

事業実施主体が公表するまち

づくりに関する計画に基づく

事業

自動運転技術を活用したまち

づくり計画に基づく自動運転

車の走行環境整備

重点計画の対象

事業要件

自動運転ネットワーク

▲交通結節点における乗降拠点整備 ▲円滑な自動運転車の走行空間整備 ▲自動運行補助施設の整備

＜事業イメージ＞※自動運転ネットワークに位置付けられた区間

16



自動運行補助施設設置工事資金貸付金

○ 民間事業者の投資による自動運転移動サービスの導入を促進するため、自動運転移動サービス
提供に必要となる自動運行補助施設(電磁誘導線、磁気マーカ等)の整備費用の一部を、国と地方
公共団体が無利子で貸付け

○貸付対象者：自動運行補助施設を設置しようとする民間事業者

○貸付対象：自動運行補助施設の整備費用

※民間事業者が整備に要する費用の一部を、地方公共団体が民間事
業者に無利子で貸付け

地方公共団体が無利子で貸し付ける金額の一部を、国が地方公共
団体に貸付け

○償還方法：20年以内（うち5年以内据置）
均等半年賦償還

【制度の概要】

※道路法第３２条第１項又は第３項の規定による許可を受けて自動運

行補助施設を設置しようとする者が対象

【事業費イメージ】

【貸付スキーム（イメージ）】

国の貸付
施設整備の事業費
の１／４以内

自動運行補助施設の
整備費用（民間事業者）

地公体の貸付
施設整備の事業費
の１／４以内

地公体の貸付限度額
施設整備の事業費の１／２以内

17



バスタイプ 乗用車タイプ

①株式会社ディー・エヌ・エー ③ヤマハ発動機株式会社

②先進モビリティ株式会社 ④アイサンテクノロジー株式会社

実験車両

「車両自律型」技術

GPS、IMUにより自車位置を
特定し、規定のルートを走行

（点群データを事前取得）

定員： 6人（着席）

（立席含め10名程度）
速度： 10km/h程度

（最大：40km/h）

「路車連携型」技術

埋設された電磁誘導線からの
磁力を感知して、既定ルートを
走行

定員： ６人

速度： 自動時 ～12km/h 程度
手動時 20 km/h未満

「路車連携型」技術

GPSと磁気マーカ及びジャイロ
センサにより自車位置を特定

して、既定のルートを走行

定員： 20人

速度： 35 km/h 程度
（最大40 km/h）

「車両自律型」技術

事前に作製した高精度３次元
地図を用い、LｉDAR（光を用い
たレーダー）で周囲を検知しな
がら規定ルートを走行

定員： 4人（乗客2人）

速度： 40km/h 程度
（最大50 km/h）

GPS ：Global Positioning System，全地球測位システム IMU ： Inertial Measurement Unit，慣性計測装置
※速度は走行する道路に応じた制限速度に適応

※
※
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２．路車協調による自動運転支援の事例
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高速道路の合流部等での情報提供による自動運転の支援

○インターチェンジ合流部の自動運転に必要となる合流先の車線の交通状況の情報提供など、

自動運転の実現を支援する道路側からの情報提供の仕組みについて共同研究を実施中

【実施期間】 平成３０年 １月～令和３年度内

【共同研究者】 自動車メーカー４社 （トヨタ、日産、ホンダ、ベンツ）、
電機メーカ13社、地図会社1社 、関係財団法人5者、高速道路会社 6社

自動運転に問題が生じるケースの例

ケース 課題

合流部

インターチェンジで合流する際
に、本線上の交通状況がわから
ないため、安全で円滑な合流が
できない。

事故
車両等

事故車両等を直前でしか発見
できず、自動で車線変更する余
裕がない。

＜自動運転車への情報提供のイメージ（合流部の例）＞

加速車線長が短いことなどにより本線への進入の速度やタイミン
グの調整が難しく合流が困難

情報提供用アンテナ
本線の交通状況の情報
を道路側から情報提供

自動運転車
本線への進入の速度や
タイミングを自動で調整
し、安全に合流 本線交通状況把握

令和２年３月から実証実験を実施（SIP）
インフラ側の仕様等を共同研究にて策定予定。
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合流支援情報提供サービス（東京臨海部実証実験）

首都高速道路1号羽田線（上り） 空港西料金所

料金所

本線

連結路

• 2020年3月より、内閣府SIPが東京臨海部実証実験を実施

24



合流支援情報提供サービス（東京臨海部実証実験）

路側無線装置 カメラ (4)カメラ (1), (2), (3)

機器設置用
屋外盤

ハードノーズ

車両検知センサ(1)
(本線上流部での速度等を検知）

ETCゲート

車両検知センサ (2)
（ハードノーズでの

速度等を検知）

車両検知センサ (3)
（連結路での交通状況を検知）

合流車

25
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先読み情報提供（イメージ）

路線変更

車線変更

スピード落とせ

協調ITS先読み
情報提供

情報収集

路側機

・車両単独では検知できない前方状況を、先読み情報としてドライバ・車両

に提供することで、事前の経路変更や車線変更が可能となる。

携帯電話網

CCTV
カメラ

路側機路側機 携帯電話網

落下物

路面凍結
事故車
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自動運転に対する道路からの支援（今後の検討）

道路からの支援

○ 自動運転の実現に向けた車両の開発・普及状況を踏まえ、道路からの支援について検討。

自動運転車両の開発・普及による対応

＜維持管理＞ ＜情報提供＞

(例)トンネル出口付近の風速、路面情報(例)自動運転に認知可能な区画線管理

剥離状況を踏まえた適切な引き直し

相互連携

自動運転の適用範囲の拡大

現在の自動運転技術の限界

■道路状況による機能制限の例■気象状況による機能制限の例

路面凍結 強風 トンネル出口区画線のかすれ、タイヤ痕

 

トンネル出口
風速20.0m/s（北東方向）

路面状態：水膜
風速、路面状態
等を検知

※本田技研工業（株）提供



ご静聴ありがとうございました。
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